
「第２期福島県復興計画」の取組状況について

【概要】第２期福島県復興計画（令和３年度～令和１２年度）の１年目となる令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により人の往来が制限され、県内全体の観光客入込数や
外国人宿泊者数が落ち込むとともに、根強く残る風評と風化への対策などが課題となっている一方で、東北中央道（相馬～福島）が全線開通したほか、県内漁港の復旧工事が
請戸漁港の竣工をもって全て完了するなど、公共インフラの整備・復旧が図られました。

１避難地域等復興加速化
プロジェクト

[目指す姿]

安全・安心に生活できるまちづくりを進
め、産業・なりわいの復興・再生を加速さ
せます。さらに、魅力あふれる地域の創造
を通して「避難地域等の着実な復興・再
生」を目指します。

２人・きずなづくり
プロジェクト

[目指す姿]

子育て環境の整備に取り組むとともに、
復興を担う人材の育成を図ります。さらに、
県内外に避難している方々やふくしまを応
援する方々とのきずなを深め、「未来を担
う人材の育成・人とのつながりの醸成」を
目指します。

３安全・安心な暮らし
プロジェクト

[目指す姿]

生活環境の充実と被災者支援の推進を図
ります。さらに、環境の回復に向けた取組
に加え、防災力の高いまちづくりなどを通
して、「安全・安心に暮らせる地域社会づ
くりの実現」を目指します。

４産業推進・なりわい再生
プロジェクト

[目指す姿]

県内全域で失われた各産業の復興に向け、
販路開拓や人材確保に向けた支援の充実を
図ります。さらに、新たな産業の創出など
による国際競争力の強化に加え、農林水産
業及び観光業の振興を図ることで、「持続
可能で魅力的なしごとづくりの推進」を目
指します。

取組の方向性

主な指標

主な取組と実績（R3) 主な課題 方向性
項目

基準値
（R2）

最新値
（R3）

目標値
（R12）

安心して暮らせる
まちの復興・再生

避難解除区域の
居住人口
（単位：人）

63,766 64,482↗
増加を
目指す

復興拠点を核としたまちづくり

（主な実績）
避難地域１２市町村を跨ぐ広域バス
路線（６路線）への支援

居住人口のさらなる増加のため、帰還環境の整備に
加え、移住の促進等に向けた取組が必要。

復興拠点や広域インフラなどの整備､医療･介
護・福祉サービスの確保とともに､仮設住宅等
からの移転支援や継続的な情報提供等による
帰還支援、移住促進等に取り組む。

産業・なりわいの
復興・再生

双葉郡の商工会
会員事業所の事
業再開状況
（単位：％）

74.0 81.6↗ 100

商工業の復興・再生

（主な実績）
被災中小企業・小規模事業者の自立
を支援

事業者の高齢化、後継者不足の問題や避難指示等の
解除後も商業施設等がないため生活できる環境が整
わない等で住民帰還が十分に進んでいない。

顧客と従業員の確保のため住民帰還に向けた
環境整備を行うとともに、被災した事業者の事
業再開・自立に向けた支援を継続。

魅力あふれる
地域の創造

浜通り地域等の
製造品出荷額等
（単位：億円）

13,466 - 18,527

福島イノベーションコースト構想を軸と
した産業集積等

（主な実績）
イノベ構想の重点分野において実用
化開発等の費用補助 ７０件

避難指示が解除されていない地域があることや、解除
されていてもインフラや生活拠点の整備が十分ではな
いことから、継続した産業集積・振興が必要。

福島イノベーション・コースト構想において重点分
野に位置付けられている６つの分野を軸として、
技術開発・実用化の促進、販路開拓支援等を行
う。

日本一安心して子ど
もを生み、育てやす
い環境づくり

保育所入所希望
者数に対する待機
児童数の割合
（単位：％）

0.4 0.2↗ 0

保育所や認定こども園の施設整備を
促進するなど保育サービスの充実

（主な実績）
認定こども園支援施設数 ９施設

保育所等の整備により待機児童は減少してきている
が、未だ解消されていないことから、保育の受皿や保
育人材の確保が必要。

待機児童の解消に向け、保育の受皿や保育人
材の確保を進めるとともに、保育の質の向上に
も取り組む。

復興を担う心豊かな
たくましい人づくり

全国体力・運動能力
等調査結果の
全国平均との比較値
（全国＝100）小学５年
生 男子
（単位：％）
※R２はコロナ禍により
調査中止

98.9（小5男子）
101.1（小5女子）
99.3（中2男子）
100.1（中2女子）
※R元の数値

99.7↗
101.9↗
100.7↗
101.1↗

100.0以上
101.9以上
100.0以上
100.2以上

子どもたちが自ら健康の保持・増進を
図れる健康教育等の推進

（主な実績）
自然の家で屋外体験活動イベントを
３０回実施、３，０１８名が参加。

震災･原発事故に伴う屋外活動の制限等により損なわ
れた運動習慣の形成が必要。

学校体育や社会体育において､運動の機会を確
保し､運動習慣を形成する取組を推進。

ふくしまをつなぐ、
きずなづくり

移住世帯数
（単位：件）

723 1,532↗ 1,450

移住・定住の促進

（主な実績）
ふくしま１２市町村移住支援センター
等で３２５件の移住相談に対応

急ぎ足の移住による移住者と地域の間のミスマッチ
（地方暮らしのイメージの食い違い）を無くすため、移
住希望者のフォローアップをしながら移住世帯数を増
やしていく必要がある。

移住希望者の意向を踏まえながら、移住相談窓
口において丁寧な相談対応を行い、活用できる
本県の移住施策等をスピーディーに紹介してい
く。

帰還に向けた取組・
支援、避難者支援の
推進

避難者数
（単位：人）

35,703 33,365↗
長期的に

ゼロを目指す

住まいの確保とコミュニティの形成

（主な実績）
２１市町村に１３７名の生活支援相談
員を配置。

帰還へのハードルとして、避難指示解除の時期、放射
線の低下の目処、事故の収束や廃炉の状況などの情
報が十分ではないことが挙げられる。

除染や生活環境の整備、医療・福祉・介護サー
ビス、風評、廃炉など復旧復興全般の施策を総
合的に推進していく必要がある。

心身の健康を守る取
組

ふくしま心のケアセ
ンター年間相談支
援件数
（単位：件）

6,679 6,175
―

（目標値は
設定しない）

被災者等の心のケア

（主な実績）
ふくしま心のケアセンター相談支援件
数 ６，１７５件

避難指示の長期化や復興公営住宅への転居、避難指
示解除に伴うふるさとへの帰還等の状況下、被災者の
心のケアは長期的な取組が必要。

被災者等の複雑化・多様化する課題に対する
相談支援体制を充実させ、訪問活動や人材育
成・研修会などの取組を継続。

復興を加速するまち
づくり

土砂災害から保全
される人家戸数（単
位：戸）

15,061 15,078↗ 17,501

「多重防御」による総合的な防災力が
高い復興まちづくり

（主な実績）
令和３年度末までに１５，０７８戸の
人家の保全を図った。

避難区域（解除を含む。）内における土砂災害対策につ
いて、避難指示解除後の住民帰還に合わせた速やか
な事業実施が課題。

令和１２年度目標の１７，５０１戸に向けて、確
実な進捗を図るため、予算の確保に努める。

中小企業等の振興
工場立地件数
（単位：件）

581 621↗ 1,331

企業誘致の促進

（主な実績）
コロナ禍での「新しい生活様式」に配
慮したオンラインセミナーに３５３人が
エントリー。

新型感染症が依然蔓延しているほか、原油価格の高騰
や不安定な世界情勢により、企業が投資を控える事態
が懸念される。

企業立地セミナーや現地プロモーションを通し
て本県への企業等立地のメリットや補助金・
税制優遇制度をＰＲし、戦略的な企業誘致を
図る。

農林水産業の振興
農業産出額
（単位：億円）

2,116 1,913↘ 2,400

県産農林水産物のブランド力の強化

（主な実績）
県オリジナル品種「福笑い」のデ
ビューを始めとする各種プロモーショ
ンを実施。

多くの品目において、生産量・価格とも震災前の水準に
回復できていない。

多様な担い手の確保・育成を始めとする生産
力の強化と、GAP推進、県産農産物のブラン
ド化など競争力の強化を図る。

観光業の振興
観光客入込数
（単位：千人）

36,191 35,454↘ 60,000

観光復興キャンペーンの展開

（主な実績）
観光誘客のためのプロモーション実
施。「ほんものの旅」発行延べ25万
部、県内外752カ所。

福島ならではの素材の磨き上げや正確な情報発信とと
もに、旅行の目的や旅行者の属性により把握したニーズ
に基づき、効果的な観光誘客が必要。

コロナ禍においても本県を安心して観光でき
る受け入れの環境整備を進めるとともに、本
県への訪問意欲を創出するため、ＳＮＳ等を
活用した継続的な情報発信を行う。

ふくしま１２市町村
移住支援センター開設

アメリカでの県産品フェア

復興へ向けた重点プロジェクト

他１件

他３件

他１件

主な課題と復興計画における方向性

砂防施設（飯舘村飯樋地内）
【前田沢】

屋外体験活動イベント

取組状況 主な課題と復興計画における方向性

大熊町商業施設
「おおくまーと」

東北中央道
（相馬～福島）全線開通

採択された人型重機ロボットの
開発実例


